
2024
改正相

続
税・贈
与
税
の
改
正

2023年
1月1日

2024年
1月1日

2025年
1月1日

2026年
1月1日

2027年
1月1日

～2026年3月31日 P.6
1．非上場株式等に係る贈与税・相続税の納税猶予(事業承継税制)の見直し

2024年1月1日～ P.7
2．暦年課税による生前贈与の加算対象期間の見直し

2024年1月1日～ P.8
3．相続時精算課税制度の見直し

2024年1月1日～ P.9
4．居住用の区分所有財産（分譲マンション）の評価方法の見直し

2024年4月1日～ P.10
1．相続登記の義務化

2024年4月1日～ P.10
2．相続人申告登記の新設

P.102026年4月1日～
3．住所変更登記等の義務化

P.102026年4月1日～
4．登記名義人の死亡等の事実の公示

P.102026年2月2日～
5．所有不動産記録証明制度の新設
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P.122024年度分
1．所得税・個人住民税の定額減税

P.13適用時期未定
2．ストックオプション税制の拡充

P.142024年1月1日～
3．新しいNISA制度

P.152025年1月1日～
4．極めて高い水準の所得に対する負担の適正化

P.192024年4月1日～2027年3月31日
1．交際費等の損金不算入制度の見直し・延長

P.182023年10月1日～
1．適格請求書等保存方式（インボイス制度）

P.162024年４月1日～2026年3月31日　
5．事業用資産（長期保有土地等）の買換えの場合の課税の特例措置等に係る要件の見直し

P.202024年4月1日～2027年3月31日までの間に開始する事業年度
2．賃上げ促進税制の強化

P.21産業競争力強化法の改正法の施行の日～2027年3月31日
3．中小企業事業再編投資損失準備金制度の拡充・延長

P.222025年4月1日～
4．外形標準課税の見直し（減資への対応）

P.222026年4月1日～
5．外形標準課税の見直し（100％子法人等への対応）
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